
 

岐阜県犯罪被害者等支援に係る二次的被害防止・軽減対応弁護士費用助成金交付要綱  

 

（趣旨）  

第１条 この要綱は、岐阜県犯罪被害者等支援に係る二次的被害防止・軽減対応弁護士費

用助成金（以下「助成金」という。）の交付について、岐阜県補助金等交付規則（昭和

57年岐阜県規則第８号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。 

  

 （目的） 

第２条 助成金は、岐阜県犯罪被害者等支援条例（令和３年岐阜県条例第７号。以下「条

例」という。）第 15 条及び第 18条の規定に基づき、報道機関による過剰な取材、イン

ターネットを通じて行われる誹謗中傷等の二次的被害への対応を弁護士に依頼する費用

の一部を助成することにより、犯罪被害者、その家族又は遺族等の負担軽減を図ること

を目的とする。 

 

（定義） 

第３条 この要綱において、「犯罪」とは、条例第２条第１号に規定する犯罪等のうち、

刑法（明治 40年法律第 45号）その他日本国における刑罰法令に規定する行為（刑法第

37条第１項本文、第 39条第１項又は第 41 条の規定により罰せられない行為を含むも

のとし、同法第 35条又は第 36条第１項の規定により罰せられない行為を除く。）をい

う。 

２ この要綱において、「犯罪被害者」とは、犯罪によって、その生命又は身体に被害を

受けた者をいう。 

３ この要綱において、「着手金」とは、弁護士費用のうち、活動の着手に要する費用を

いう。 

４ 前３項に定めるもののほか、この要綱における用語の定義は、条例で使用する用語の

例による。 

 

 （助成対象者） 

第４条 助成対象者は、次に掲げる者とする。 

⑴ 犯罪被害者 

⑵ 犯罪被害者の家族又は遺族（以下「犯罪被害者家族」という。） 

⑶ 前２号に準ずる者で、助成金の交付が特に必要であると知事が認める者 

 

 （犯罪被害者家族の範囲及び助成対象者の順位） 

第５条 犯罪被害者家族は、申請時において、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

⑴ 犯罪被害者の配偶者 

⑵ 犯罪被害者の収入によって生計を維持している（遺族にあっては維持していた）犯

罪被害者の子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹 

⑶ 前号に該当しない犯罪被害者の子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹 

２ 前項各号に掲げる者には、法律上の身分関係はないがこれと同視し得る事情にある者

を含む。 

３ 助成対象者となる者の順位は、前条各号の順序とする。 



 

４ 助成対象者となる犯罪被害者家族の順位は、第１項各号の順序とし、同項第２号及び

第３号に掲げる者のうちにあっては、それぞれ当該各号に掲げる順序とし、父母につい

ては、養父母を先にし、実父母を後にする。 

 

（助成対象費用等） 

第６条 助成金の交付の対象となる費用（以下「助成対象費用」という。）は、次に掲げ

る行為を弁護士に委任する契約又はこれを含む契約（以下「弁護士委任契約」とい

う。）の着手金とする。ただし、知事が特に必要であると認めるときは、その他の弁護

士費用（報酬金及び実費を除く。）を助成対象費用とすることができる。 

⑴  報道機関（報道を業として行う個人を含む。以下同じ。）による取材への対応、報

道機関に対する犯罪被害者等の意向や要望の通知・申入れその他の報道機関に関する

二次的被害に対する行為 

⑵  二次的被害の要因となるインターネット上の情報に関する発信者、サイト管理者等

への削除依頼その他のインターネット上の誹謗中傷に関する二次的被害に対する行為 

⑶  その他二次的被害の防止及び軽減に資すると知事が認める行為 

２ 助成金は、弁護士委任契約について、前項各号に掲げる行為につきそれぞれ 100,000

円（消費税及び地方消費税を含む。）を上限とし、230,000円（消費税及び地方消費税

を含む。）の範囲内で交付するものとする。 

３ 助成金は、同一の犯罪被害に対し、１回に限り交付するものとする。ただし、同一の

犯罪被害において、第１項に規定する二次的被害の再発生等により、別途弁護士委任契

約を締結した場合には、その着手金等に対し、既交付額との合計額が 230,000円（消費

税及び地方消費税を含む。）に達するまで、助成金の申請を行うことができる。 

 

（要件） 

第７条 知事は、予算の範囲内で、次の各号に掲げる要件の全てを満たすときに助成金を

交付するものとする。 

⑴ 申請者が、申請時に県内に居住していること。 

⑵ 申請者が、助成金の交付の対象となる弁護士委任契約を締結し、着手金等を支払っ

ていること。 

 ⑶ 犯罪被害者が被害を受けた犯罪（以下「対象犯罪行為」という。）が、次のいずれ 

か（未遂を含む。）に該当すること。   

ア 殺人、強盗致死傷、性犯罪（刑法に規定する身体に対する侵害を内容とする性犯

罪に限る。）、略取・誘拐、人身売買、逮捕・監禁、逮捕等致死傷、傷害致死又は全

治１か月以上の傷害 

イ 死亡ひき逃げ、ひき逃げ、交通死亡事故、全治３か月以上の傷害を負った交通事

故又は危険運転致死傷 

ウ その他生命又は身体を害する行為で知事が必要と認めるもの 

⑷ 犯罪による被害を受けた後、警察に被害届が提出されている等当該犯罪被害につい

て警察が認知していること。 

２ 知事は、第１号又は第３号に掲げる場合にあっては助成金を交付しないことができる

ものとし、第２号に掲げる場合にあっては助成金を交付しないものとする。 

⑴ 助成金の対象となる弁護士委任契約について、国、他の地方公共団体又は日本司法

支援センター（総合法律支援法（平成 16年法律第 74号）第 13条に規定する日本司

法支援センターをいう。）その他の公的な機関により、二次的被害への対応を弁護士

に依頼するための支援を受けている場合 



 

⑵ 申請者（第４条第２号又は第３号に掲げる者が申請する場合にあっては、申請者及

び犯罪被害者）が、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第 77号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力

団（同条第２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員と社会的に非難される

べき関係を有している者と認められる場合 

⑶ 前２号に掲げる場合のほか、申請者と加害者との関係その他の事情から助成金を交

付することが社会通念上適切でないと認められる場合 

 

（交付申請） 

第８条 助成金の交付を受けようとする者は、岐阜県犯罪被害者等支援に係る二次的被害

防止・軽減対応弁護士費用助成金交付申請書兼実績報告書（別記様式第１号）に、次に

掲げる書類を添付して、知事に提出しなければならない。ただし、知事が認める場合

は、書類の一部を省略し、又は他の書類で代替することができるものとする。 

⑴ 申請者が弁護士委任契約を締結していることを証明する書類（委任契約書の写し

等） 

⑵ 弁護士委任契約に係る着手金の金額及び申請者がその着手金を支払ったことを証明

する書類（領収書の写し等） 

⑶ 対象犯罪行為が全治１か月以上の傷害の場合又は全治３か月以上の傷害を負った交

通事故の場合にあっては、全治日数を証明する書類（医師の診断書の写し等） 

⑷ 申請者が申請時に岐阜県内に居住していることを証明する書類（発行日から３か月

以内の住民票の写し、戸籍附票の写し等） 

⑸ 申請者が犯罪被害者家族である場合にあっては、申請者と犯罪被害者の続柄を証明

することができる書類（戸籍謄本又は抄本等） 

⑹ 申請者が第５条第１項第２号に定める者である場合にあっては、犯罪被害者の収入

によって生計を維持していること、又は維持していたことを証明する書類（健康保険

証の写し、源泉徴収票の写し等） 

⑺ 代理人が申請する場合にあっては、助成対象者が申請できないことを証明する書類

（成年被後見人の登記事項証明書等）及び助成対象者と代理人の関係性を証明する書

類 

⑻ その他知事が必要と認める書類 

２ 助成対象者が未成年、成年被後見人、被保佐人、被補助人であるなど、やむを得ない

事情により申請ができない場合は、本人に代わって代理人が申請することができる。 

３ 申請者は、着手金等の支払の日から起算して１年以内に岐阜県犯罪被害者等支援に係

る二次的被害防止・軽減対応弁護士費用助成金交付申請書兼実績報告書（別記様式第１

号）を提出しなければならない。ただし、やむを得ないと知事が認めるときは、この限

りでない。 

 

（支援コーディネーターによる支援） 

第９条 第４条各号に掲げる者又は代理人は、前条の規定により提出する交付申請書兼実

績報告書の内容が第７条の規定に適合することの確認その他の申請に関する支援を、岐

阜県犯罪被害者等支援調整会議の運営に関する要綱第５条に規定する支援コーディネー

ターに求めることができる。 

２ 支援コーディネーターは、助成金を申請しようとする者が岐阜県犯罪被害者等支援調

整会議の運営に関する要綱第７条に規定する支援対象者に該当し、岐阜県犯罪被害者等

支援調整会議（以下「支援調整会議」という。）による支援が必要であると認める場合



 

は、助成金の申請と併せて、支援調整会議による支援を要請する意思について確認する

ものとする。 

 

（交付決定及び交付額の確定） 

第 10条 知事は、第８条第１項に規定する交付申請書兼実績報告書の提出があったとき

は、申請者と弁護士委任契約を締結した弁護士から二次的被害防止・軽減対応に係る弁

護士委任契約証明書（別記様式第２号）を徴収するほか、必要に応じて関係機関へ照会

を行う等により、その内容を調査するものとする。 

２ 知事は、前項の規定による調査により助成金を交付すべきと認めたときは、交付の決

定及び交付額の確定を行い、岐阜県犯罪被害者等支援に係る二次的被害防止・軽減対応

弁護士費用助成金交付決定等通知書（別記様式第３号）により申請者に通知するものと

する。 

 

（申請の取下げ） 

第 11条 規則第８条第１項の知事の定める期日は、前条第２項の規定による通知を受け

た日から 20日を経過する日とする。 

 

（交付） 

第 12条 知事は、第 10条の交付の決定及び交付額の確定を行ったときは、遅滞なく、申

請者に助成金を交付するものとする。 

 

（届出） 

第 13条 申請者は、第７条第２項各号のいずれかに該当するに至ったときは、助成制限

事項該当届出書（別記様式第４号）により速やかに知事に届け出なければならない。 

２ 申請者は、助成金の交付を受けた後に、加害者又はその関係者から助成対象費用の弁

償を受けたときは、弁護士費用弁償届出書（別記様式第５号）に、その事実が確認でき

る書類を添付して、速やかに知事に届け出なければならない。 

３ 申請者は、助成金の交付を受けた後に、弁護士委任契約の解除等により着手金等の全

部又は一部の返金を受けたときは、弁護士費用返金届出書（別記様式第６号）に、その

事実が確認できる書類（領収書の写し等）を添付して、速やかに知事に届け出なければ

ならない。 

 

（決定の取消し） 

第 14条 知事は、次のいずれかに該当したときは、規則第 17条第１項の規定により助成

金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

⑴ 前条各項の規定による届出を受けたとき。 

 ⑵ 第７条第２項第１号若しくは第３号又は前条第２項若しくは第３項に規定する場合

に該当することが判明したとき。 

 ⑶ 偽りその他不正の手段により助成金の交付の決定を受けたとき。 

２ 知事は、第７条第２項第２号に該当することが判明したときは、規則第 17条第１項

の規定により助成金の交付の決定の全部を取り消すものとする。 



 

３ 知事は、前２項の規定により交付の決定を取り消した場合は、岐阜県犯罪被害者等支

援に係る二次的被害防止・軽減対応弁護士費用助成金交付取消決定通知書（別記様式第

７号）により申請者に通知するものとする。 

 

（返還）  

第 15 条 前条第１項又は第２項の規定により交付の決定を取り消した場合において、助

成金の当該取消しに係る部分に関し、既に助成金が交付されているときは、知事は、期

限を定めて、その返還を命ずるものとする。  

 

（個人情報の保護） 

第 16条 個人情報の取扱いについては、別紙「個人情報取扱特記事項」によるものとす

る。 

 

（調査） 

第 17条 知事は、必要に応じて、助成金の交付を受けた第４条各号に掲げる者若しくは

代理人に報告を求め、又は職員に調査を行わせることができる。 

 

（その他） 

第 18条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、知

事が定める。 

 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月 1日以降に締結した弁護士委任契約について、令和５年度分

の予算に係る助成金から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別記 

様式第１号（第８条関係） 

 

岐阜県犯罪被害者等支援に係る二次的被害防止・軽減対応弁護士費用助成金 

交付申請書兼実績報告書 

 

年   月   日  

岐 阜 県 知 事 様  

               （申請者） 

申請者氏名
ふ り が な

 

（代理人の身分及び氏名            ） 

申請者と被害者の続柄                            

申請者の住所                              

電話番号    （         ）       －        

 

岐阜県犯罪被害者等に係る二次的被害防止・軽減対応弁護士費用助成金の交付を受けた

いので、下記のとおり、交付の申請及び実績の報告をします。  

 

１ 犯罪による被害について（分かる範囲でご記入ください。不明な箇所は空欄で結構です。）  

被害を受けた方  
氏  名   

生年月日 年     月     日 

被害を受けた時 年    月    日 

被害を受けた場所  （市区町村名）  

被害の概要  

  

  

  

取扱警察署 警察署 

被害届等受理番号           

 

２ 岐阜県犯罪被害者等支援に係る二次的被害防止・軽減対応弁護士費用助成金交付要綱

第６条第１項各号に規定する行為を委任した弁護士について  

事務所名   

事務所住所    

弁護士名    

 



 

３ 助成金の対象となる弁護士委任契約について、国、他の地方公共団体又は日本司法支

援センター（通称：法テラス）等他の公的な機関による二次的被害への対応を弁護士に

依頼するための支援の有無 

  □ なし     □ あり（                        ） 

 

４ 申請者（第４条第２号又は第３号に掲げる者が申請する場合にあっては、申請者及び

犯罪被害者）が、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第 77号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団（同

条第２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係

を有している者に該当しません。 

   □ はい     □ いいえ 

 

５ 弁護士委任契約について 

着 手 金 の 額 金          円（消費税及び地方消費税を含む） 

助成金の対象となる契約項目 

（該当に○） 

ア 報道機関に関する二次的被害対応 

イ インターネット上の誹謗中傷に関する二次的被害対応 

 ウ その他の二次的被害に対する対応 

着手金の支払日 年     月     日 

 

６ 交付申請額  

金          円 

上記５の契約項目欄に○をつけた数に 10 万円を乗じた金額又

は着手金の額のいずれか少ない方の額を記入。 

ただし、230,000 円を超える場合は、230,000円とする。 

 

７ 助成金振込先  

振込口座 

     銀行・金庫・組合・農協         本店・     支店 

種別（ 当座 ・ 普通 ） 

口座番号  
口座名義
フ リ ガ ナ

  

 

 

助成金支給のため、県が警察及び上記２に記載した弁護士等の関係機関に対し、必要な

情報を照会することについて同意します。              

 

申請者              （自署） 

 

 

 

 

 



 

岐阜県犯罪被害者等支援に係る二次的被害防止・軽減対応弁護士費用助成金交付申請書

兼実績報告書（様式第１号）の提出に際しては、次に掲げる書類を添付してください。 

 

添

付

書

類 

□ 申請者が岐阜県犯罪被害者等支援に係る二次的被害防止・軽減対応弁護士費用助

成金交付要綱（以下「要綱」という。）第６条第１項各号に規定する行為を弁護

士に委任していることを証明する書類（委任契約書の写し等） 

□ 要綱第６条第１項各号に規定する行為を弁護士に委任する契約に係る着手金の金

額及び申請者がその着手金を支払ったことを証明する書類（領収書の写し等） 

□ 申請者が申請時に岐阜県内に居住している者であることを証明する書類（発行か

ら３か月以内の住民票の写し、戸籍附票の写し等） 

□ その他知事が必要と認める書類  

□ 振込先預金通帳の表紙（口座番号及び口座名義が分かるもの）の写し  

 

ア 犯罪被害者が被害を受けた犯罪が全治１か月以上の傷害の場合又は全治３か月

以上の傷害を負った交通事故の場合 

□ 全治日数を証明する書類（医師の診断書の写し等） 

 

イ 申請者が犯罪被害者家族である場合 

□ 申請者と犯罪被害者の続柄を証明する書類（戸籍謄本又は抄本等） 

 

ウ 申請者が犯罪被害者の収入によって生計を維持している、又は維持していた犯

罪被害者の子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹の場合 

□ 犯罪被害者の収入によって生計を維持していること、又は維持していたことを証

明する書類（健康保険証の写し、源泉徴収票の写し等） 

 

エ 助成対象者が成年被後見人、被保佐人、被補助人など、やむを得ない事情によ

り申請ができない場合において、代理人が申請する場合 

□ 助成対象者が申請できないことを証明する書類（成年被後見人等の登記事項証明

書の写し等） 

□ 助成対象者と代理人の関係性を証明する書類 

 

【注意】  

※住民票の写しその他の証明書については、発行日から３か月以内のもの  

※住民票については、個人番号（マイナンバー）の記載がないもの  

 

 

 

 

 

 



 

様式第２号（第 10条第１項関係）  

二次的被害防止・軽減対応に係る弁護士委任契約証明書  

年   月   日  

  

岐 阜 県 知 事  様  

  

弁護士名
ふ り が な

      

登録番号     

事務所の住所      

電話番号  （        ）    －          

  

  

岐阜県犯罪被害者等支援に係る二次的被害防止・軽減対応弁護士費用助成金交付要綱

（以下「要綱」という。）第６条第１項に定める弁護士委任契約を下記のとおり締結し、

当該契約にかかる活動の着手に要する費用（「着手金」という。）を受領済みであることを

証明します。 

 

記 

  

１ 契約の相手方  

 

２ 契約日             年   月   日 

 

３ 契約内容のうち、二次的被害防止・軽減に関する契約内容 

（該当する項目にチェックを付けてください。） 

□ 報道機関（報道を業として行う個人を含む。以下同じ。）による取材への対

応、報道機関に対する犯罪被害者等の意向や要望の通知・申入れその他の報道

機関に関する二次的被害に対する行為 

□ 二次的被害の要因となるインターネット上の情報に関する発信者、サイト管理

者等への削除依頼その他のインターネット上の誹謗中傷に関する二次的被害に

対する行為 

□ その他二次的被害の防止及び軽減に資すると考えられる行為 

      

      

 

４ 委任契約にかかる着手金額 (消費税及び地方消費税を含む)           円 

（うち受領済額 (消費税及び地方消費税を含む)                円） 

 



 

様式第３号（第 10条第２項関係）  

    第     号  

年   月   日  

（住所）  

（氏名）                様  

 

岐 阜 県 知 事  

 

岐阜県犯罪被害者等支援に係る二次的被害防止・軽減対応弁護士費用助成金 

交付決定等通知書  

  

     年  月  日付けで交付の申請及び実績の報告のあった標記の助成金について、下記

のとおり岐阜県補助金等交付規則（昭和 57 年岐阜県規則第８号）第５条第１項の規定に

よる交付の決定及び同規則第 14条の規定による交付額の確定をしましたので、通知しま

す。  

記  

  

１ 助成金を交付します      助成金額 金               円  

  

２ 申請の取下げ 

  助成金の交付の申請をした者は、この決定の内容又はこれに付された条件に不服があ

り、申請を取り下げるときは、この通知を受けた日から 20日以内に、その旨を記した

書面を知事に提出しなければならない。   

 

３ 知事への届出 

  申請者は、助成を受けた助成対象費用について、岐阜県犯罪被害者等支援に係る二次

的被害防止・軽減対応弁護士費用助成金交付要綱（以下「要綱」という。）第７条第２

項各号のいずれかに該当するに至ったとき、加害者若しくはその関係者から助成対象費

用の弁償を受けたとき、又は弁護士委任契約の解除等により着手金等の全部若しくは一

部の返金を受けたときは、速やかにその旨を知事に届け出なければならない。 

 

４ 交付決定の取消し及び返還 

   次のいずれかに該当した場合は、助成金交付決定の全部又は一部を取り消し、又は助

成金の返還を命ずる。 

⑴ 申請者から岐阜県補助金等交付規則第８条の規定による申請の取り下げがあった

とき。 

⑵ 要綱第 13条各項の規定による届出があったとき。 

⑶ 要綱第７条第２項第１号若しくは第３号又は要綱第 13条第２項若しくは第３項

に規定する場合に該当することが判明したとき。 

⑷ 偽りその他不正の手段により助成金の交付の決定を受けたとき。 

要綱第７条第２項第２号に該当することが判明した場合は、助成金交付決定の全部を

取り消し、又は助成金の返還を命ずる。 

 

５ その他   岐阜県補助金等交付規則及び要綱を順守すること。  



 

様式第４号（第 13条第１項関係）  

助成制限事項該当届出書  

年   月   日  

  

岐 阜 県 知 事  様  

  

届出者氏名
ふ り が な

           

被害者との続柄        

届出者の住所          

電話番号     （        ）    －          

  

  

私は、岐阜県犯罪被害者等支援に係る二次的被害防止・軽減対応弁護士費用助成金交付

要綱（以下「要綱」という。）第７条第２項第  号に該当する者となったので、要綱第

13条第１項の規定により届け出ます。  

 

 

  

（要件）  

第７条 （中略） 

２ 知事は、第 1号又は第３号に掲げる場合にあっては助成金を交付しないことができる

ものとし、第２号に掲げる場合にあっては助成金を交付しないものとする。 

⑴ 助成金の対象となる弁護士委任契約について、国、他の地方公共団体又は日本司法

支援センター（総合法律支援法（平成 16年法律第 74号）第 13条に規定する日本司

法支援センターをいう。）その他の公的な機関により、二次的被害への対応を弁護士

に依頼するための支援を受けている場合 

⑵ 申請者（第４条第２号又は第３号に掲げる者が申請する場合にあっては、申請者及

び犯罪被害者）が、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第 77号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力

団（同条第２条第２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員と社会的に非難

されるべき関係を有している者と認められる場合 

⑶ 前２号に掲げる場合のほか、申請者と加害者との関係その他の事情から助成金を交

付することが社会通念上適切でないと認められる場合   

  

 

 

 

 

 



 

様式第５号（第 13条第２項関係）  

弁護士費用弁償届出書  

年   月   日  

  

岐 阜 県 知 事  様  

  

届出者氏名
ふ り が な

           

被害者との続柄        

届出者の住所          

電話番号     （        ）    －          

  

  

このたび、加害者又はその関係者から助成対象費用のうち下記の金額について弁償され

ましたので、岐阜県犯罪被害者等支援に係る二次的被害防止・軽減対応弁護士費用助成金

交付要綱第 13条第２項の規定により、届け出ます。  

 

記 

  

１ 助成金の交付決定を受けた年月日及び助成金額  

      年     月     日                             円  

  

２ 今回弁償された金額                                   円  

   

３ すでに弁償されている金額                             円  

  

４ 未弁償の残額                                        円  

  

５   添付書類 

    □ 加害者又はその関係者から助成対象費用の弁償を受けたことが確認できる書類 

   

  

  

 

  

 

  

  

  



 

様式第６号（第 13条第３項関係）  

弁護士費用返金届出書  

年   月   日  

  

岐 阜 県 知 事  様  

  

届出者氏名
ふ り が な

           

被害者との続柄        

届出者の住所          

電話番号     （        ）    －          

  

  

このたび、岐阜県犯罪被害者等支援に係る二次的被害防止・軽減対応弁護士費用助成金

交付要綱第６条第１項各号に掲げる行為を弁護士に委任する契約の解除等により着手金等

の返金を受けましたので、岐阜県犯罪被害者等支援に係る二次的被害防止・軽減対応弁護

士費用助成金交付要綱第 13条第３項の規定により、届け出ます。  

 

記 

  

１ 助成金の交付決定を受けた年月日及び助成金額  

      年     月     日                             円  

  

２ 弁護士委任契約を途中解除等した年月日及び返金額 

      年     月     日                             円 

 

３ 添付書類 

   □ 弁護士委任契約の解除等により着手金等の返金を受けたことが確認できる書類 

（領収書の写し等） 

  

  

  

   

   

 

 

 

 



 

様式第７号（第 14条関係）  

    

    第     号  

年   月   日  

（住所）  

（氏名）                様  

  

岐 阜 県 知 事  

 

岐阜県犯罪被害者等支援に係る二次的被害防止・軽減対応弁護士費用助成金 

交付取消決定通知書  

  

  岐阜県犯罪被害者等支援に係る二次的被害防止・軽減対応弁護士費用助成金交付要綱

（以下「要綱」という。）第 14条第１項又は第２項の規定により、本助成金の交付の決定

を取り消したので、通知します。  

  

記  

  

１ 取消対象者氏名  

  

２ 取消対象助成金額    金         円 

 

３ 取消事由 

  (1) 要綱第 14条第１項第１号に該当したため。 

 

 (2) 要綱第 14条第１項第２号に該当したため。 

 

  (3) 要綱第 14条第１項第３号に該当したため。 

  

(4) 要綱第 14条第２項に該当したため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙 

 

個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第１  個人情報の保護の重要性を認識し、本業務の実施に当たっては個人の権利利益を害

することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第２  本業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に知らせてはならない。業務が終了

した後においても、同様とする。 

 

（収集の制限） 

第３  本業務を行うために個人情報を収集するときは、業務を達成するために必要な範囲

内で、適法かつ適正な方法により行わなければならない。 

 

（目的外利用及び提供の禁止） 

第４  本業務に関して知り得た個人情報を目的以外のために利用し、又は提供してはなら

ない。 

 

（適正管理） 

第５  本業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失及びき損の防止その他の個人情報

の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 本業務に従事している者に対して、その在職中であると職を退いた後であるとを問わ

ず、業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用して

はならないことその他個人情報の保護に関し必要な事項を周知させなければならない。 

 

（注）この特記事項は、本業務に携わる全ての者に適用するものとする。 


